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第１ ４つの事故調査報告書が作成されるまで  

１ 政府事故調 

政府事故調は、２０１１年５月２４日に閣議決定に基づいて設置された。

政府に設けられた政府事故調の正式名称は「東京電力福島原子力発電所に

おける事故調査・検証委員会」である。委員長は失敗学の専門家とされる

畑村洋太郎。委員長代理には科学評論家の柳田邦男が選任された。他の委

員は以下の通りである。尾池和夫（地震学者）柿沼志津子（独立行政法人

放射線医学総合研究所研究員）高須幸雄（元 IAEA 日本代表）高野利雄（元

名古屋高等検察庁検事長）田中康郎（元札幌高等裁判所長官）林陽子（弁

護士、国連女子差別撤廃委員会委員）古川道郎（福島県川俣町町長）吉岡

斉（九州大学副学長）。また事務局長には小川新二（前最高検察庁総務部

検事）が就任した。２０１１年１２月２６日に中間報告書を公表した。４

５０人以上の聴取に基づき、事故の再現を試みたとされる。しかし、その

事情聴取内容は全く公開されず、調査報告書にも添付されていない。 

 

２ 東京電力社内事故調 

東京電力は、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴

う原子力発電所の事故の当事者として、社内に「福島原子力事故調査委員

会」および社外有識者で構成する「原子力安全・品質保証会議 事故調査

検証委員会」を設置し、平成 23 年 12 月 2 日に「中間報告」、平成 24 年 6

月 20 日に「福島原子力事故調査報告書」を公表した。  

 

３ 民間事故調 北沢委員会 

「民間事故調」は一般財団法人・日本再建イニシアティブ（理事長：船

橋洋一）が２０１１年９月に設けた委員会で、正式名称は「福島原発事故

独立検証委員会」という。  

民間事故調は東京電力・福島第一原子力発電所における事故の原因や被

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%95%91%E6%9D%91%E6%B4%8B%E5%A4%AA%E9%83%8E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9F%B3%E7%94%B0%E9%82%A6%E7%94%B7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B0%BE%E6%B1%A0%E5%92%8C%E5%A4%AB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E9%9C%87%E5%AD%A6
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%9F%BF%E6%B2%BC%E5%BF%97%E6%B4%A5%E5%AD%90&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%94%BE%E5%B0%84%E7%B7%9A%E5%8C%BB%E5%AD%A6%E7%B7%8F%E5%90%88%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%94%BE%E5%B0%84%E7%B7%9A%E5%8C%BB%E5%AD%A6%E7%B7%8F%E5%90%88%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%AB%98%E9%A0%88%E5%B9%B8%E9%9B%84
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E5%8E%9F%E5%AD%90%E5%8A%9B%E6%A9%9F%E9%96%A2
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E9%AB%98%E9%87%8E%E5%88%A9%E9%9B%84&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%8D%E5%8F%A4%E5%B1%8B%E9%AB%98%E7%AD%89%E6%A4%9C%E5%AF%9F%E5%BA%81
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E7%94%B0%E4%B8%AD%E5%BA%B7%E9%83%8E_(%E5%BC%81%E8%AD%B7%E5%A3%AB)&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9C%AD%E5%B9%8C%E9%AB%98%E7%AD%89%E8%A3%81%E5%88%A4%E6%89%80
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9E%97%E9%99%BD%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A5%B3%E5%AD%90%E5%B7%AE%E5%88%A5%E6%92%A4%E5%BB%83%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%8F%A4%E5%B7%9D%E9%81%93%E9%83%8E&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A6%8F%E5%B3%B6%E7%9C%8C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A6%8F%E5%B3%B6%E7%9C%8C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%89%E5%B2%A1%E6%96%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%89%E5%B2%A1%E6%96%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B9%9D%E5%B7%9E%E5%A4%A7%E5%AD%A6
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%B0%8F%E5%B7%9D%E6%96%B0%E4%BA%8C&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9C%80%E9%AB%98%E6%A4%9C%E5%AF%9F%E5%BA%81
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害の状況、事故の直接的な原因だけでなく、その背景や構造的な問題点を

民間の純粋に独立した立場かつ国民の一人という目線で検証してきたと

される。政府や国会の事故調査委員会とは異なり、既存の組織や枠組みに

とらわれない自由な立場を生かして、今なお避難を続ける１０万人を超え

る被災者をはじめ、日本国民、世界の市民に向けた検証報告書を作成した

としている。  

会合に出席したゲストは菅直人前首相、枝野幸男経産相（前官房長官）、

海江田万里元経産相、細野豪志環境・原発事故担当相、福山哲郎前官房副

長官など事故対応時に政務中枢にいた政治家と、班目春樹原子力安全委員

長、深野弘行原子力安全・保安院長など事故収拾に当たった当事者、近藤

駿介原子力委員長、久木田豊原子力安全委員長代理ら事情を詳しく知るキ

ーパーソンにも話を聞いた。調査の過程でヒアリングをした関係者は３０

０人を超えているとされる。しかし、東京電力には勝俣恒久会長、清水正

孝前社長ら経営陣トップや吉田昌郎前所長ら現場責任者へのインタビュ

ーを正式に申し入れたが、協力は得られなかったとしている。  

 

４ 国会事故調 

国会事故調（正式名称は「東京電力福島原子力発電所事故調査委員会」）

は、東京電力福島原子力発電所事故調査委員会法に基づいて国会に設置さ

れた機関であり、「2011 年東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力福島原子

力発電所事故に係る経緯・原因の究明を行う」「今後の原子力発電所の事

故の防止及び事故に伴い発生する被害の軽減のために施策又は措置につ

いて提言を行う」ことを目的としている。  

委員長は、黒川清（医学博士、東京大学名誉教授）、委員は次の通りで

ある。石橋克彦（地震学者、神戸大学名誉教授）、大島賢三（独立行政法

人国際協力機構顧問、元国際連合大使）、崎山比早子（医学博士、元放射

線医学総合研究所主任研究官）、櫻井正史（元名古屋高等検察庁検事長、

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E4%BC%9A_(%E6%97%A5%E6%9C%AC)
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%BB%92%E5%B7%9D%E6%B8%85
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E5%A4%A7%E5%AD%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9F%B3%E6%A9%8B%E5%85%8B%E5%BD%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A5%9E%E6%88%B8%E5%A4%A7%E5%AD%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%A7%E5%B3%B6%E8%B3%A2%E4%B8%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E5%8D%94%E5%8A%9B%E6%A9%9F%E6%A7%8B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E9%80%A3%E5%90%88
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B4%8E%E5%B1%B1%E6%AF%94%E6%97%A9%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%94%BE%E5%B0%84%E7%B7%9A%E5%8C%BB%E5%AD%A6%E7%B7%8F%E5%90%88%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%94%BE%E5%B0%84%E7%B7%9A%E5%8C%BB%E5%AD%A6%E7%B7%8F%E5%90%88%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AB%BB%E4%BA%95%E6%AD%A3%E5%8F%B2
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%8D%E5%8F%A4%E5%B1%8B%E9%AB%98%E7%AD%89%E6%A4%9C%E5%AF%9F%E5%BA%81
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元防衛省防衛監察監）、田中耕一（化学者、株式会社島津製作所フェロー）、

田中三彦（科学ジャーナリスト）、野村修也（中央大学大学院法務研究科

教授、弁護士）、蜂須賀禮子（福島県大熊町商工会会長）、横山禎徳（社

会システム・デザイナー）。  

ヒアリングは延べ 1167 人（900 時間超）、原発視察（福島第一および第

二、女川、東海）は 9 回、タウンミーティングは３回（合計 400 人超）、

被災住民アンケート回答者数は住民 10633 人（自由回答コメント 8066 人）、

作業従業員アンケート回答者数 2415 人、東電、規制官庁および関係者に

対する資料請求は 2000 件以上とされている。すべての委員会を動画配信

し、公開の手続のもとで調査を行った点は特筆される。  

７月５日国会事故調は福島第１原発事故について、報告書を公表した。

国会が具体的な事故について、調査委員会を立ち上げ、報告書をまとめた

ことは憲政史上初のことであり、歴史に残る作業となった。この報告書は

これまでに公表されてきた政府事故調の中間報告、民間事故調報告などと

読み比べると、事故後の対応に関する東京電力の全員撤退計画があったか

どうか、SPEEDI の情報不開示について根拠があるかどうかなどのいくつ

かの論点について疑問符が残るところはあるが、その独立して公正な立場、

分析の論理的な緻密さにおいて卓越しており、我々日本国民は事故後１年

４ヶ月にしてようやくこれからの議論の基盤とできる報告書を手にする

ことができたといえる。  

 

５ ４つの報告を対比して論ずる 

本準備書面においては、重要な論点毎に政府事故調と国会事故調の内容

を中心に、必要に応じて東京電力と民間事故調の報告にも言及しながら、

事故調査によって何が明らかになっており、何が明らかになっていないの

か、今後原発の再稼働の適否を判断するに当たってどのような作業が求め

られているのかを明らかにしたい。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%98%B2%E8%A1%9B%E7%9C%81
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%B0%E4%B8%AD%E8%80%95%E4%B8%80
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B3%B6%E6%B4%A5%E8%A3%BD%E4%BD%9C%E6%89%80
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%B0%E4%B8%AD%E4%B8%89%E5%BD%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%8E%E6%9D%91%E4%BF%AE%E4%B9%9F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%A4%AE%E5%A4%A7%E5%AD%A6
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E8%9C%82%E9%A0%88%E8%B3%80%E7%A6%AE%E5%AD%90&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A8%AA%E5%B1%B1%E7%A6%8E%E5%BE%B3


- 5 - 

第２ 地震が事故原因であるかどうかをめぐる対立 

１ 発生した地震と事前の想定 

 福島第１原発については、新耐震設計審査指針に基づく耐震バックチェ

ック手続においてプレート間地震として、塩屋崎沖の地震②としてＭ７．

５、仮想塩屋崎沖の地震としてＭ７．９の地震が想定されていた。ところ

が、実際には３連動の超巨大地震であるＭ９の東北地方太平洋沖地震が発

生した。  

 そして、地震動は事前の想定を超えている。  

 公表されたのは最下階の地震計のデータで、２号機が想定の４３８ガル

（ガルは揺れの勢いを示す加速度の単位）に対して、１．２５倍の５５０

ガルを記録。５号機で５４８ガル（想定４５２ガル）、３号機でも５０７

ガル（同４４１ガル）が観測された。  

 新指針は「極めてまれで施設に大きな影響を与える地震動」を想定する

よう求めている。東電は、今回の地震の規模に近いとみられている「貞観

（じょうがん）地震」（８６９年）の揺れでも超えないと想定し、超える

場合もその確率は１万年から１００万年に１回と評価していた。  

 現実には、原発の安全審査で想定されていた規模を遙かに上回る地震が

発生し、震源から遠く離れた福島第１原発事故においても事前の想定を超

える震動が発生した。  

 そして、この地震と地震に伴う津波によって福島第１原発は停止中の４

号機まで含めて冷却機能を失って大量の放射性物質を環境中に放出する

ＩＮＥＳレベル７の極めて重大な事故を発生させた。安全審査における地

震の想定が誤っていたことは明らかであり、今回の地震による福島原発に

おける重大な損傷がないという立場に立っても、次に発生するであろう他

の原発における事前の想定を超える大規模な地震において、地震に起因す

る機器の損傷が防げる保障がないことは明らかである。  

事故調査の目的は、今後の同種事故の防止のための対策を確立すること
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にあるのであり、そのような対策を考えるのであれば、地震予測を的確に

行うことが耐震設計の出発点であることには異論がないはずである。政府

事故調や民間事故調ではこのような基本的認識が明確に示されず、機器に

対する耐震性の強化策が示されていない。これに対して、国会事故調は明

快に事故炉には十分な耐震設計がされていなかったことを正面から認め、

今後の対策においても耐震設計審査指針の見直しを求めている。  

 国会事故調においては、福島第一原発は、大津波に耐えられないばかり

でなく、強大で長時間の地震動にも耐えられるとは保証できない状態だっ

たとして、その根拠として設置許可申請がなされた昭和４０年代前半は地

震科学が未熟であり、敷地周辺の地震活動は低いと考えられ、原発の耐震

設計において安全機能保持を確認すべき地震動（揺れ）の最大加速度はわ

ずか 265Gal（Gal は加速度の単位）で、耐震性能は著しく低かったとして

いる。  

 2006 年に耐震設計審査指針が改訂され、保安院は指針に照らした既設原

発の耐震安全性評価（耐震バックチェック）の実施を求めた。東京電力は、

2008 年 3 月に福島第一原発 5 号機の耐震バックチェック中間報告を提出し、

耐震設計の基準地震動 Ss を 600Gal として、それに対して耐震安全性が確

保されるとした。保安院はこれを妥当としたが、原子炉建屋のほかに耐震

安全性を確認したのは、安全上重要な多数の機器・配管系のうち、わずか

7 設備にすぎなかった。東京電力は、耐震バックチェックをほとんど進め

ていなかった。最終報告の期限を 2009 年 6 月と届けていたにもかかわら

ず、社内では最終報告提出予定を 2016 年 1 月に延ばしていたのである。

保安院も、耐震補強工事を含む耐震バックチェックを急ぐ必要性を認識し

ていたが、東京電力の対応の遅れを黙認していた。東京電力と保安院は、

本事故後の解析・評価によって、5 号機の安全上重要な配管本体及び配管

サポートに耐震安全性が確保されていない箇所があることを確認してい

たとされている。  
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２ 地震による機器の損傷を認めない政府事故調中間報告 

原発事故の事故調査では、従来の原発の安全審査における対象地震の想

定が不十分なものであった経緯を明らかにし、その原因と今後の対策を示

さなければ、今後の事故発生を防ぐことはできないはずである。  

 ところが、政府事故調報告書は事故前の津波の想定に関連する事項につ

いては調査したが、その前提となる地震の想定が過小なものとなった経緯

については、沈黙して語らない。  

 「福島第一原発事故の原因調査に関わって、一部の研究者の間には、津

波が襲来する前に、原子炉圧力容器・格納容器・重要な配管類の一部が、

地震動により破壊されたのではないかとの指摘もある。当委員会のこれま

での調査では、そうした事実は確認できていない。ただし、地震動による

損傷の有無についての最終的な判断は、炉へのアクセスが可能となり、現

場の状況が視認できる将来のある時点まで待たなければならない。そこで、

当委員会は、津波対策及びシビアアクシデント対策の二つを事前の防止対

策に関する検証すべきテーマと設定した。」と自らの立場を説明する（中

間報告書４８７ページ）。  

地震の影響は次の調査の課題としたという見方も可能かもしれないが、

基礎的な事実関係すら確定されていない点は、非常に奇妙である。  

中間報告書の結論は次の部分（中間報告書４６６ページ）にまとめられ

ると考えられる。  

「福島第一原発では、地震と津波により、外部電源及び発電所に備えら

れていたほぼ全ての交流電源が失われ、原子炉や使用済燃料プールが冷却

不能に陥った。１号機、３号機及び４号機においては、炉心の損傷により

大量に発生した水素が原子炉建屋に充満したことによると思われる爆発

が発生した。また、調査未了ではあるが、２号機においても炉心が損傷し

たと考えられる。福島第一原発から、大量の放射性物質が放出されて、多

くの人々が避難を余儀なくされ、かつ、深刻な放射能汚染の問題が発生し
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た。当委員会は、平成２３年６月から、福島第一原発及び福島第二原発に

おける事故の調査・検証を続けてきたが、現時点までに、今回の原子力災

害に関して、以下のような問題点があったことが明らかになった。  

① 事故発生後の政府諸機関の対応の問題点  

原子力災害対策本部（以下「原災本部」という。）、原子力災害現地

対策本部（以下「現地対策本部」という。）といった政府諸機関の事故

発生後の対応に関し、原子力災害発生時における対応の拠点となるべき

緊急事態応急対策拠点施設（以下「オフサイトセンター」という。）が

機能不全に陥ったこと、関係組織の連携が不十分であったこと等の問題

があった。  

② 福島第一原発における事故後の対応に関する問題点  

福島第一原発における事故対処に関し、同発電所に設置された対策本

部や、東京電力本店に設置された対策本部が、本来求められている役割

を十分果たせなかったこともあって、１号機の非常用復水器（ＩＣ）の

作動状況についての誤認や、３号機への代替注水についての不手際が生

じた。  

③ 被害の拡大を防止する対策の問題点  

モニタリングシステムや緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシス

テム（ＳＰＥＥＤＩ）が期待された本来の機能を果たさなかったこと、今

回のような災害に備えた実効性のある避難計画の策定や避難訓練が行わ

れておらず、政府による避難指示をめぐり現場が混乱したこと、国内外へ

の迅速・正確で分かりやすい形での情報提供が不十分であったこと等の問

題があった。  

④ 事前の津波対策及びシビアアクシデント対策の不備  

今回のような設計上の想定を大きく上回る津波を考慮した事前の津波

対策及びシビアアクシデント対策が取られていなかった。」  

 事故原因について、本報告書が地震による機器の損傷の可能性を完全に
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否定しているとは言えないが、ほとんどの項目において、「ＩＣの機能を

大きく損なうような重要な配管破断はなかったと考える方がむしろ自然

である。」「地震発生直後の破断の可能性は極めて小さく、少なくとも、

かかる配管部分にはＩＣの機能に影響を生じさせるような配管破断がな

かったと考えるのが合理的である」などの表現が繰り返し現れる（８９頁）。 

 政府事故調はこの中間報告だけでなく、中間報告において取り上げるこ

とができなかった残る検証テーマについては、平成２４年の夏頃に公表を

予定している最終報告において取り扱うとしていた。  

 

３ 地震そのものが事故原因である可能性を認めた国会事故調 

 国会事故調報告書は、この国の原子力の未来を考える上で、決定的と言

って良い重要性を持っている。これから必要とされる安全対策の範囲を考

える際に事故の原因が、津波だけなのか、地震が原因となっている可能性

があるのかが大きな前提問題となるからである。  

 報告書の基本的な考えは、事故の推移と直接関係する重要な機器・配管

類のほとんどが、この先何年も実際に立ち入ってつぶさに調査、検証する

ことのできない原子炉格納容器内部にあることから、原因の特定が困難で

あるとしている。これに対して東京電力は、事故の主因を津波とし、「確

認できた範囲において」安全上重要な機器で地震により損傷を受けたもの

はほとんど認められないと中間報告書に明記し、政府報告書も同趣旨のも

のであった。国会事故調は、可能な「原因となり得る要素」を意図的に取

捨することなく、安易な対策でよしとする結論を導くことがないよう慎重

に調査、ヒアリングを行ったとして、地震そのもので原子炉が損傷した可

能性として次の６つの根拠を挙げている。  

 第１に、スクラム（原子炉緊急停止）の約 30 秒後に激しい揺れが襲い、

50 秒以上揺れが続いた。したがって「止める」機能が働いたからといって

原子力発電所が地震動で無事だったとはいえない。基準地震動に対するバ
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ックチェックと耐震補強がほとんど未了であった事実からも、地震動は安

全上重要な設備を損傷させるだけの力を持っていたと判断している。 

 第２に、本地震発生直後に大規模な「冷却材喪失事故」（LOCA）が起

きていないことは、津波襲来までの原子炉の圧力、水位の変化から明白と

しつつ、保安院の「技術的知見について」で原子力安全基盤機構（JNES）

が公表しているように、配管の微小な貫通亀裂から冷却材が噴出する小規

模の LOCA の場合、原子炉の水位、圧力の変化は、亀裂がない場合とほと

んど変わらないが、10 時間ほど放置すると数十トンの冷却材が喪失し、炉

心損傷や炉心溶融に至る可能性があるとしている。  

 第３に、事故の進展を決定的に悪化させた非常用交流電源の喪失につい

て、東京電力中間報告書、政府事故調の中間報告書、保安院の「技術的知

見について」など全てが「津波による浸水が原因」とし、津波第１波は 15

時 27 分ごろ、第 2 波は 15 時 35 分ごろとしている。しかしこれらの時刻

は、沖合 1.5km に設置された波高計の記録上の第 1 波、第 2 波の時刻であ

り、原子力発電所への到着時刻ではない。少なくとも 1 号機 A 系の非常用

交流電源喪失は、津波によるものではない可能性があると指摘している。 

 第４に、地震発生当時、1 号機原子炉建屋４階で作業していた東京電力

の協力企業社員数人が、地震直後に同階で起きた出水を目撃したことを国

会事故調に対して証言している。この 4 階には非常用復水器 IC の大型タ

ンク 2 基が設置され、IC 配管等が取り回されている箇所である。国会事故

調は、出水が 5 階の使用済み燃料貯蔵プールの地震時のスロッシングによ

る溢水でないことをほぼ断定しているが、現場調査ができないため、出水

元は不明であるとしている。  

 第５に、1 号機の IC（A、B2 系統）は、14 時 52 分に自動起動したが、

自動起動からわずか 11 分後、1 号機の運転員は IC を 2 系統とも手動で停

止したが、東京電力は一貫して、操作手順書で定める原子炉冷却材温度変

化率 55℃/ｈを順守できないと判断したからと説明し、政府事故調の報告
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書も同様であった。国会事故調は IC の手動停止に関わった複数の運転員

から、原子炉圧力の降下が速いので IC 系配管や他の配管から冷却材が漏

れていないかどうかを確認するため IC を止めた、との説明を得たとして

いる。そして運転員の説明は合理的で判断は適切であるのに対して、東京

電力の説明は合理性を欠いていると判断した。  

 第６に、1 号機の逃がし安全弁（SR 弁）に関しては、事故時、必要なと

きにそれが実際に作動したことを裏づける弁開閉記録が存在しない（2、3

号機には弁開閉記録が存在する）。さらに、2 号機の場合は、中央制御室

や現場で SR 弁の作動音が頻繁に聞こえたが、1 号機の運転員の中に 1 号機

の SR弁の作動音を耳にした者は一人もいないことも分かったとしている。

この点からも 1 号機では地震動による小規模の LOCA が起きていた可能性

があるとしている。  

 

４ 地震による軽微な損傷は否定しなかった政府事故調最終報告 

これに対して，政府事故調は７月２３日に公表された最終報告書におい

て，１号機について「地震発生直後から津波到達までの間，その閉じ込め

機能を損なうような損傷を生じた可能性は否定される」としたが，「注」

の中で，「閉じ込め機能を喪失するような損傷に至らないような軽微な亀

裂，ひび割れ等が生じた可能性まで否定するものではない」として，国会

事故調の見解を否定するものではないことを示した。国会事故調は津波に

原因を限局していた政府事故調の中間報告の立場について「既設炉への影

響を最小化しようという考えが東電の経営を支配してきたのであって，こ

こでもまた同じ動機が存在しているようにも見える」と厳しく指摘してい

たところであり，政府事故調が最終報告において軽微とはいえ損傷を否定

しなかったことには重大な意味がある。 

東北地方太平洋沖でＭ９の大地震が発生することを前提とした地震・津

波対策を怠ってきたことが今回の事故の根源的な原因であり，今後の原発
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の再稼働に当たっては，津波・電源対策はもちろん地震対策も根本から見

直すべきである。  

 

第３ 東京電力と国の津波対策上の責任について 

１ 政府事故調報告書の内容 

 東京電力と国の津波対策が不十分であったことについては、政府事故調

も、国会事故調も、民間事故調も等しく認めているところであり、ほぼ確

定したと言って良いであろう。  

 政府報告書は、東京電力の津波対策の不備を突き、東京電力の責任と国

の規制が機能していなかった事実を基礎付ける次のような重要な指摘が

なされている。  

第７章６項には「不適切であった事前の津波・シビアアクシデント対策」

の標題のもとに４８７－４９１頁において、つぎのような整理が示されて

いる。  

（引用開始）  

「（１）不適切であった津波・シビアアクシデント対策  

ａ 福島第一原発と津波・シビアアクシデント対策  

 前記Ⅵ３（１）で述べたように、福島第一原発は昭和４１年から４７年

にかけて、３．１２２ｍ の設計波高に基づいて設置許可がなされた。３．

１２２ｍ という波高は、１９６０（昭和３５）年のチリ津波を考慮した

ものであった。設置許可により、１号機から４号機４ｍ盤に非常用海水ポ

ンプ等の施設が、そして１０ｍ盤に原子炉建屋、タービン建屋等が設置さ

れたことから、仮に津波の襲来を受けた場合、その波高が４ｍを超えると

海水による冷却機能が喪失し、１０ｍを超えると直流電源、非常用ディー

ゼル発電機本体等が機能喪失することとなる施設だった。  

 その後、電力事業者により津波想定の見直しが行われ、社団法人（現在

は公益社団法人）土木学会原子力土木委員会津波評価部会により、津波水
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位を算定する技術として「原子力発電所の津波評価技術」（以下「津波評

価技術」という。）が取りまとめられた。これにより、福島第一原発に来

襲する津波の最大波高は５．７ｍ（後の算定では６．１ｍ）へと見直され、

平成１４年には同原発において非常用海水系ポンプのかさ上げ工事が行

われた。これにより、津波が来襲しても、４ｍ盤に設置された多くの施設

は浸水し損傷するものの、非常用海水系ポンプは被害を免れ、冷却機能は

保持され炉心損傷は防ぐことができるものと考えられた。しかし、東北地

方太平洋沖地震による津波水位は１０ｍを超え、全交流電源喪失という事

態に立ち至り、原子炉の冷却機能は失われてしまった。  

 施設は設計基準の枠内で安全が担保できるように設置認可され、設計基

準を超える炉心や核燃料が損傷を受ける重大事故が発生した場合は、シビ

アアクシデント対策で対応するというのが、原子力発電における安全性確

保の基本となっている。この場合、一般的には、設計基準を超えても著し

い炉心損傷を伴わない事象はシビアアクシデントとはいわないが、設計上

の想定を大きく上回る津波の場合は、共通的な要因によって安全機能の広

範な喪失が一時に生じることがある。シビアアクシデント対策は、１９７

９（昭和５４）年のスリーマイル島原発事故や１９８６（昭和６１）年の

チェルノブイリ事故などを契機に国際的に論議が始まり、その発生防止と

影響緩和策として、１９８０年代から１９９０年代にかけて各国でシビア

アクシデント対策が整備されるようになった。  

ｂ 津波想定の問題点  

（ａ）規制関係機関  

原子力施設の安全審査指針策定の責務を負っている安全委員会は、平成

１３年７月、「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（以下「耐

震設計審査指針」という。）の改訂作業に着手した。その作業に先立って、

地震については原子力発電技術機構において議論が行われたが、津波に関

して独立した検討は行われなかった。また、この改訂作業が行われた耐震
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指針検討分科会の委員に、地震学等の専門家は含まれていたものの津波の

専門家はいなかった。津波はあくまで地震随伴事象であり、津波の専門家

がいなくても地震の専門家がいれば津波問題はカバーできると考えられ

ていたためであった。  

 しかし、過去の津波被害や津波の歴史、津波の特性などの問題を地震の

専門家だけでカバーすることは必ずしも容易なことではない。そういう点

で、津波の専門家を委員に加えていなかったことは、当時の安全委員会の

津波問題の重要性についての認識が必ずしも十分なものではなかったこ

との表れといえよう。  

 津波評価手法や津波対策の有効性の評価基準を提示するのが規制関係

機関の役割であるが、当委員会の調査によれば、関係機関においてそのよ

うな努力がなされた形跡は確認できていない。平成１４年３月に津波評価

技術に基づく安全性評価結果の報告が東京電力より保安院に対して行わ

れたが、それに対して保安院から特段の指摘や指示はなかった。  

 平成１３年７月に始まった耐震設計審査指針の改訂作業は、５年の歳月

を要して平成１８年９月にようやく完了した。最終的に指針に津波対策が

明文化されたことは評価してよいが、新たに具体的な津波対策が打ち出さ

れる契機とはならなかった。  

（ｂ）土木学会津波評価部会等  

 前記Ⅵ３（３）のとおり、土木学会原子力土木委員会津波評価部会は、

平成１４年２月に、電力事業者の電力共通研究の成果も取り入れながら、

津波評価技術を取りまとめた。これにより、例えば、福島第一原発では、

想定する津波の高さが３．１ｍから５．７ｍへと見直された。津波評価技

術は、津波水位を算定する手法として優れたものであったが、次のような

問題点を含んでいた。  

 すなわち、部会の検討作業の中で、想定津波水位を超える津波の可能性

を指摘する意見があったが、津波評価技術では、算定される津波水位を超
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える津波の襲来の可能性については言及されなかった。また、提案する技

術の適用範囲や留意事項が記載されていれば、その後の耐震設計審査指針

の改訂作業等において、津波問題に対して注意が払われた可能性があった

と考えられるが、そうした技術の適用範囲や留意事項は記述されていなか

った。  

 津波評価技術は、おおむね信頼性があると判断される痕跡高記録が残さ

れている津波を評価対象にして想定津波水位を算定する。したがって、過

去３００年から４００年間程度に起こった津波しか対象にすることがで

きない。再来期間が５００年から１０００年と長い津波が起こっていたと

しても、文献・資料として残っていない場合、検討に含めることができな

い可能性が高い。津波評価技術の背景となった関係省庁による「太平洋沿

岸部地震津波防災計画手法調査報告書」（前記Ⅵ３（２）参照）は津波対

策を対象としたものであったが、津波評価技術は津波水位を算定する技術

であり、その津波水位を踏まえてどのように対策を講ずるべきかを示すも

のではなかった。  

（ｃ）東京電力  

 前記Ⅵ３（７）及び（８）で述べたとおり、文部科学省に設置された地

震調査研究推進本部の長期評価が、平成１４年の津波評価技術に基づく福

島第一原発の安全性評価を覆すものであるかどうかを検討するために、 

平成２０年に東京電力は津波リスクの再検討を行った。その結果、福島第

一原発において１５ｍを超える想定波高の数値を得た。また、東京電力は、

同年、佐竹健治・行谷佑一・山木滋「石巻・仙台平野における８６９年貞

観津波の数値シミュレーション」と題する論文（以下「佐竹論文」という。）

（前記Ⅵ３（６）ａ③及び（７）ｂ（ｄ）参照）に記載された貞観津波の

波源モデルを基に波高を計算し、９ｍを超える数値を得た。しかし、東京

電力は、前者については、三陸沖の波源モデルを福島沖に仮置きして試算

した仮想的な数値にすぎず、後者については、佐竹論文において波源モデ
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ルが確定していないなど、十分に根拠のある知見とは見なされないとして、

福島第一原発における具体的な津波対策に着手するには至らなかった。こ

のように、平成２０年に津波対策を見直す契機はあったものの、その見直

しはなされず、結果として今回の原子力事故を防ぐことができなかった。

当委員会は、第一に、自然現象は大きな不確実性を伴うものであり、特に

津波については過去の文献等により再現できる既往津波の範囲も限られ

ること、第二に、原子力発電所が設計上の想定を大きく上回る津波に見舞

われた場合、原子力施設において共通的な要因によって安全機能の広範な

喪失が一時に生じることがあることからすると、原子力災害を未然に防止

するという視点からは、シビアアクシデント対策を含め、具体的な津波対

策を講じておくことが望まれたと考える。この点で、国や専門家を含め原

子力事業に関係する者は、今回の事前検討の経緯を自らのこととして把握

し、今後の教訓としなければならない。」  

（引用終了）  

 

（２）東京電力幹部の認識不足  

 報告書は、当時の東電幹部の認識について次のような厳しい指摘を行っ

ている。すなわち、「当委員会によるヒアリングに対し、武藤栄顧問（取

締役副社長兼原子力・立地本部長等を歴任）、小森明生常務取締役（元原

子力・立地副本部長（原子力担当））（以下「小森常務」という。）及び

吉田昌郎福島第一原発所長（元原子力設備管理部長）（以下「吉田所長」

という。）を始めとする幹部や耐震技術センターのグループマネージャー

らは、皆一様に、「設計基準を超える自然災害が発生することや、それを

前提とした対処を考えたことはなかった。」旨述べたが、設計基準を超え

る自然災害が発生することを想定しなかった理由について明確な説明を

した者はおらず、「想定すべき外部事象は無数にあるので、外部事象を想

定し始めるときりがない。」旨供述した幹部もいた。吉田所長は、「平成
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１９年７月の新潟県中越沖地震の際、柏崎刈羽原発において事態を収束さ

せることができたことから、ある意味では設計が正しかったという評価に

なってしまい、設計基準を超える自然災害の発生を想定することはなかっ

た。」旨述べており、かかる供述は、東京電力において、設計基準を超え

る自然災害が発生することを想定した者がいなかったことの一つの証左

といえる。」（報告書４３９頁）としている。  

 これは、津波に特定されたやりとりでなく、事前の地震の想定について

も東京電力の想定が如何に根拠のないものであったかを明確に物語って

いるといえよう。  

 また、十分な津波対策をとらなかった理由についても、上記引用のよう

に、（東電は）「１５メートルを超える津波の予測を仮想的な数値」であ

り、「十分に根拠ある知見とみなさず、具体的な津波対策に着手しなかっ

た」「『自然災害の外的事象を想定し出すときりがない』など幹部の供述

から、津波を含む自然災害への過酷事故対策が極めて不十分」などと指摘

されている（報告４９０頁）。  

 さらに、調査報告では、将来の地震発生を予測する国の長期評価に関連

し、東電が震災前の今年３月３日、長期評価の事務局である文部科学省に、

「（東北地方に大きな津波をもたらした）貞観地震（８６９年）の震源は

まだ特定できないと読めるようにしてほしい。貞観地震が繰り返し発生し

ているようにも読めるので表現を工夫してほしい」と要請していた（報告

４０４頁）。津波対策の先延ばしのための工作をしたものと考えられ、当

時の東電関係者の刑事、民事、商事法上の責任をも問いうる重大な問題で

ある。  

 

２ 国会事故調の認定した規制当局と東京電力の関係 

 国会事故調も、津波対策の不備について「認識していながら対策を怠っ

た津波リスク」とのタイトルで明確に認定した。  
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 国会事故調は 2006 年の段階で福島第一原発の敷地高さを超える津波が

到来した場合に全交流電源喪失に至ること、土木学会手法による予測を上

回る津波が到来した場合に海水ポンプが機能喪失し炉心損傷に至る危険

があるという認識は、保安院と東京電力との間で共有されていたとしてい

る。  

 改善が進まなかった背景として３点が指摘されている。  

 「第１は、保安院が津波想定の見直し指示や審査を非公開で進めており、

記録も残しておらず、外部には実態が分からなかったこと。  

 第２は、津波の高さを評価する土木学会の手法の問題である。この手法

は電力業界が深く関与した不透明な手続きで策定されたにもかかわらず、

保安院はその内容を精査せず、津波対策の標準手法として用いてきた。  

 第３は、恣意的な確率論の解釈・使用の問題がある。東京電力は不公正

な手続きで算出された低い津波発生頻度を根拠として、対策を施さないこ

とを正当化しようとしていた。一方で津波の確率論的安全評価が技術的に

不確実であるという理由で実施せず、対策の検討を先延ばしにしていた。」 

 

 東京電力の対応の遅れは保安院も認識していたが、保安院は具体的な指

示をせず、バックチェックの進捗状況も適切に管理監督していなかったと

されている。科学的に詳細な予測はできなくても、可能性が否定できない

危険な自然現象は、リスクマネジメントの対象として経営で扱われなけれ

ばならない。新知見で従来の想定を超える津波の可能性が示された時点で、

原子炉の安全に対して第一義的な責任を負う事業者に求められるのは、堆

積物調査等で科学的根拠をより明確にするために時間をかけたり、厳しい

基準が採用されないように働きかけたりすることではなく、早急に対策を

進めることであったと手厳しく指摘されている。  
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第４ シビアアクシデント対策が不十分であった 

１ 政府事故調はシビアアクシデント対策が不適切であったことを認定 

 政府事故調中間報告はシビアアクシデントの事前の対策が不十分であ

ったことを強く指摘している。  

 すなわち、報告書はシビアアクシデント対策について、次のように整理

している。  

「ｃ シビアアクシデント対策  

 設計上の想定を大きく上回る津波の場合、共通的な要因によって安全機

能の広範な喪失が一時に生じることがあり、直ちにシビアアクシデントに

至る可能性が高い。今回の事故が示したとおりである。それにもかかわら

ず、シビアアクシデント対策においては、これまで津波のリスクが十分に

は認識されていなかった。  

 「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針」（以下「安全設

計審査指針」という。）では、「指針２．自然現象に対する設計上の考慮」

において「地震」と「地震以外の想定される自然現象」によって原子炉施

設の安全性が損なわれない設計であることがうたわれている。そして、そ

の「解説」では、地震以外の想定される自然現象として、「洪水」「津波」

「風」「凍結」「積雪」「地滑り」が例示されている。つまり、安全設計

審査指針の段階では一応、津波等も考慮されている。  

 前記したとおり、シビアアクシデント対策は、設計基準を超える事象を

扱うものであり、本来は対象事象それぞれに対して検討されるべき性格の

ものである。平成４年７月、通商産業省（当時）は、「アクシデントマネ

ジメントの今後の進め方について」を発表し、わが国でもシビアアクシデ

ント対策としてのアクシデントマネジメント（ＡＭ）の検討が始まった。

当初、同省は、その対象を機械故障、人的過誤等の内的事象から火災、地

震等の外的事象に拡げていくという意向を持っていた。しかし、この当初

の意向は実現されないまま、ＡＭとして実施されたのは機械故障、人的過
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誤等の内的事象に起因する対策のみで、火災や地震、津波等の外的事象は

具体的な検討の対象にならなかった。しかも、シビアアクシデント発生の

可能性は十分小さいとされ、規制手法としても未成熟だったので、ＡＭは

規制要求するものではなく、電力事業者が自主保安の一環として実施する

ものとされた。  

 こうして、電力事業者によりＡＭの整備が始まり、それは平成１４年頃

までに完了し、平成１６年には規制関係機関による有効性評価が行われた。 

 不幸にしてシビアアクシデントが発生した場合、それによる被害を可能

な限り軽減する上で、シビアアクシデント対策が極めて重要であることが

今回の事故によって実証された。原子力発電所の安全性が十分に確保され

ていると考えていた規制関係機関及び電力事業者は、シビアアクシデント

対策としてのＡＭを外的事象にまで拡げて積極的に推進することはしな

かった。シビアアクシデント対策は、事業者の自主保安に委ねれば済むの

ではなく、規制関係機関が検討の上、必要な場合には法令要求事項とすべ

きものであることを改めて示したのが今回の事故であった。」  

と指摘している。  

 

 ここでも、地震対策を捨象し、津波対策だけが取り上げられている点が

不十分であるが、シビアアクシデント対策を自主保安に委ねるのではなく、

法令要求事項とすべきであるとしている点は重要である。その後、原子力

規制委員会設置法において、シビアアクシデントが規制要件化されること

となった。政府がこの報告書を尊重するとすれば、今後は、このような対

策が講じられていない原子炉の運転・再稼働が認めることはできないこと

は明らかである。  
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２ 国会事故調は実効性に乏しく国際水準に反したシビアアクシデント

対策を指摘 

 国会事故調は政府事故調と同様に、東京電力によるシビアアクシデント

対策も実効性に乏しく、世界水準に達していなかったとされている。 

 政府の求めていた自主対策では、規制要件上の工学的安全設備のように

高い信頼性が、SA 対策設備に求められていない。そのため、従来の安全

設備が機能できない事故時に必要な SA 対策設備にもかかわらず、その安

全設備よりも、そもそも耐力が低く、先に SA 対策設備が機能を失う可能

性が高いという矛盾を抱えた、実効性の乏しい対策となっていたのである。

検討も整備も海外に比べて大きく遅れた。電力会社は海外の動向を受けた

平成 22（2010）年ごろからの規制当局の SA 規制化の流れに当たっては、

電事連を通じて積極的な働きかけを行い、繰り返し、訴訟上問題とならな

いこと、及び既設炉の稼働率低下につながらぬようバックフィットが行わ

れないことが挙げられていた。このようにして確率は低いが壊滅的な事象

を引き起こす事故シナリオへの対応がなされていなかったのである。東京

電力など電気事業者の責任は重いと言わざるを得ない。  

 

第５ 電力の虜となった規制機関 

 国会事故調報告書は東北地方太平洋沖地震が発生した段階で、福島第一

原子力発電所が大津波に耐えられないばかりでなく、強大で長時間の地震

動にも耐えられるとは保証できない状態だったとする。またシビアアクシ

デント（過酷事故）にも対応できない状態であった。そして、その理由と

して東京電力株式会社あるいは規制当局がリスクを認識しながらも対応

をとっていなかったことが事故の根源的な原因であり、これらの点が適正

であったならば今回の事故は防げたはずであるとしている。  

そして、結論として、東京電力については、「規制された以上の安全対

策を行わず、常により高い安全を目指す姿勢に欠け、また、緊急時に、発
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電所の事故対応の支援ができない現場軽視の東京電力経営陣の姿勢は、原

子力を扱う事業者としての資格があるのか」との疑問を呈し、規制機関に

対しては、「委員会は、本事故の根源的原因は歴代の規制当局と東京電力

との関係について、規制当局が事業者の虜（とりこ）となり、規制の先送

りや事業者の自主対応を許すことで、事業者の利益を図り、同時に自らは

直接的責任を回避してきた。」とした。そして結論として「規制する立場

とされる立場が『逆転関係』となることによる原子力安全についての監視

・監督機能の崩壊」が起きた点に求められると認識する。何度も事前に対

策を立てるチャンスがあったことに鑑みれば、今回の事故は「自然災害」

ではなくあきらかに「人災」である。」と断定している。  

東京電力と、本件被告を含むそれ以外の原子力発電所を設置している電

力事業者は、共に電気事業者連合会に属し、我が国において同一歩調で原

子力発電を推進してきた者らであり、東京電力について疑問視された「原

子力を扱う事業者としての資格」と、同じ疑問が本件被告にも向けられる

べきである。  

また、東京電力に対する規制当局と、本件被告に対する規制当局は同一

であり、本件被告との関係においても「規制当局が事業者の虜（とりこ）

となり、規制の先送りや事業者の自主対応を許すことで、事業者の利益を

図り、同時に自らは直接的責任を回避し、」「規制する立場とされる立場

が『逆転関係』となることによる原子力安全についての監視・監督機能の

崩壊」が生じていることは明白である。したがって、現時点で、伊方原発

を再稼働することは到底許されない。  

 

第６ 求釈明 

前記のように、東京電力福島第一原発においては、「東京電力は、耐震

バックチェックをほとんど進めていなかった。最終報告の期限を 2009 年 6

月と届けていたにもかかわらず、社内では最終報告提出予定を 2016 年 1
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月に延ばしていたのである。保安院も、耐震補強工事を含む耐震バックチ

ェックを急ぐ必要性を認識していたが、東京電力の対応の遅れを黙認して

いた。」ことが、事故発生の原因として指摘されている。  

伊方原発においても、平成２１年３月１６日に、「伊方発電所１，２号

機  「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂に伴う耐震安

全性評価結果 中間報告書」（乙 D２号証）が提出されたのみで、いまだに

最終報告書が提出されていないものと思われる。伊方原発においても、福

島第一原発と同様の耐震バックチェックの遅れが発生しており、規制当局

がそれを黙認していることが危惧される。  

そこで、原告らは、被告に対し、以下の諸点について釈明を求める。 

 被告は、伊方発電所１，２号機  について、「発電用原子炉施設に関

する耐震設計審査指針」の改訂に伴う耐震安全性評価結果に関する最終

報告を提出した事実はあるか。  

 被告は、原子力保安院に対し、最終報告書の提出期限を届け出ている

か。届け出ている場合には、その期限の年月日を明らかにされたい。 

 について、現在まで未提出の場合、被告は、被告社内において、何

時提出する予定か。  

 被告は、伊方発電所１号機ないし３号機について、「発電用原子炉施

設に関する耐震設計審査指針」の改訂に伴い、耐震補強工事を実施した

か。実施した場合には、その工事の内容を明らかにされたい。  

以上  
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